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平成２７年５月２１日

各 位

会 社 名 株 式 会 社 ス リ ー エ フ

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 中 居 勝 利

(コード番号 7544 東証第２部)

お問い合わせ先 取締役人事・総務本部長 山 﨑 英 士

ＴＥＬ ０４５－６５１－２１１１

内部統制システムの整備に関する基本方針の一部改訂に関するお知らせ

当社の取締役会決議により、平成２７年５月２１日付をもって内部統制システムの整備に関する

基本方針を一部改訂いたしましたのでお知らせいたします。尚、改訂後の基本方針は下記の通りと

なり、改訂箇所は下線で示しております。

記

【業務の適正を確保する体制】

①取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・法令・定款の遵守をコンプライアンス規程およびコンプライアンス・マニュアルにより徹底さ

せます。

・内部通報規程に基づき、社内・社外の窓口としてのコンプライアンス担当部門および社外通報

機関「企業倫理ホットライン」を活用することで、法令および定款違反等による不祥事の早期

発見、自浄プロセスの稼動および風評リスク対策を進めています。

・市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、警察および顧問弁護士と連携し、

断固とした姿勢で臨み、関係を一切遮断します。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役会その他の重要な会議における意思決定に係る情報、その他の重要な決裁に係る情報、

財務に係る情報、リスクおよびコンプライアンスに関する情報・文書については、文書管理規

程等の社内規定に基づき記録・保存および管理を行い、必要な関係者が閲覧できる体制を整備

します。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・コンプライアンス、環境、災害、品質および情報セキュリティー等にかかるリスクの管理につ

いては、それぞれの対応部署にて規則・ガイドラインを定めるものとし、新たに生じたリスク

への対応が必要な場合は、代表取締役に報告し、代表取締役は速やかに「危機管理委員会」に

て対応します。

・内部監査部門の内部監査により法令および定款違反、その他の事由に基づき損失の危険のある

業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容およびそれらがもたらす損失の程

度等について直ちに代表取締役および常勤監査役へ通報します。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・月１回の定例取締役会および適宜臨時取締役会を開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業

務執行状況の監督等を行っています。

・取締役会とは別に経営会議を毎月開催し、取締役会の議論を充実させるべく事前審議を行うと

ともに、業務執行に関する基本事項および重要事項に関して迅速に的確な意思決定を行ってい

ます。

・取締役についてはその経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できるように任期を

１年としています。

・取締役の業務執行については、取締役会規程に定められている事項とその付議基準および決裁

権限基準に該当する事項はすべて取締役会に付議し、日常の職務執行については、組織規程お

よび職務権限分掌等に基づき権限の委譲が行われ、それぞれの責任者がその権限により業務を

遂行しています。

⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

・連結対象子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制は、関係会社

管理規程に基づき、当社の取締役会または経営会議への事業内容の定期的な報告を求めます。

・連結対象子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制は、リスク管理に関連する規定

およびマニュアル等に基づいて、当社グループ全体のリスクを適切に評価し、管理する体制を

構築します。

・連結対象子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制は、関

係会社管理規程に基づき、重要案件について事前協議を行うなど、自主性を尊重しつつ、状況

に応じて必要な管理を行ってまいります。

・連結対象子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制は、当社のコンプライアンス規程およびコンプライアンス・マニュアルにより

グループ全体のコンプライアンス体制を構築します。

⑥財務報告の適正性を確保するための体制

・適正な会計処理および財務報告を確保することができる内部統制システムを構築・整備し、こ

れを適正に運用しています。

・内部監査部門が、当社の財務報告に係る内部統制の整備・運用状況について、その有効性評価

を実施、確認を行っています。

・財務報告に関する規程の整備・業務手順の明確化を行い、毎年、その整備・運用状況の評価を

行っています。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

・監査役の職務を補助すべき監査役スタッフについては必要に応じて適宜選任するものとし、監

査役スタッフは監査役会の指揮命令のもとで職務を遂行します。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項および監査役の職務を

補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査役スタッフの選任、異動および人事考課については監査役会の意見を聴取し、これを尊重

します。
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⑨取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

・取締役および使用人は、監査役会規程および監査役監査基準に従い、会社に著しい損害を及ぼ

す恐れのある事実があるとき、役職員による違法または不正な行為を発見したときおよびその

他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは監査役会に報告および情報提供を

行います。

⑩監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制

・監査役へ報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うこと

を禁止し、これをグループ全員に周知・徹底させます。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・監査役の職務の執行について生ずる費用は当社で負担します。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・常勤監査役は、取締役会および経営会議の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を

把握するため、重要な会議に出席するとともに、稟議書その他の業務執行に関する重要な文書

を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めます。

・社外監査役は、取締役会に出席するとともに、常勤監査役と同様に稟議書その他の業務執行に

関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めます。

・社外監査役は、企業活動に対する見識が豊富な方に就任いただき、経営トップに対する独立性

を保持しつつ、的確な業務監査が行える体制とします。

以 上


